
平成30年度

中札内村役場総務課企画財政グループ

決算の概要



Ⅰ 平成30年度の決算の概要 

１ 全会計歳入・歳出の総額 

歳入総額 66 億 2,525 万円(前年度 58 億 5,305 万円) 

歳出総額 64 億 3,157 万円(前年度 56 億 2,856 万円) 

差引額    1 億 9,368 万円(前年度 2 億 2,449 万円) 

 

【各会計の歳入・歳出】                                              （単位：円） 

会計名 歳入決算額 歳出決算額 差引額 

一般会計 5,532,689,461 5,362,614,453 170,075,008 

国民健康保険特別会計 
437,555,076 426,640,399 10,914,677 

介護保険特別会計 277,116,707 270,580,516 6,536,191 

後期高齢者医療特別会計 67,463,608 66,809,467 654,141 

簡易水道事業特別会計 124,046,914 119,946,064 4,100,850 

公共下水道事業特別会計 186,381,990 184,975,271 1,406,719 

  

※一般会計、国民健康保険特別会計、簡易水道事業特別会計においては、差引額のうち、次の

金額を各基金へ積立します。 

一般会計         62,800,000 円                 （減債基金へ積立） 

国保会計          9,000,000 円     （国民健康保険事業基金へ積立） 

簡水会計         2,100,000 円         （簡易水道事業基金へ積立） 

 

 

 

 

 

【財政用語の説明】 

●一般会計 

 中札内村の会計の中心をなすもので、福祉、産業、土木、教育など行政運営の基本的な経

費を計上した会計。 

●特別会計 

 特定の収入を特定の目的に対してのみ使用し、他と区分して経理を行う会計。中札内村

には国民健康保険特別会計など、上記の５つの特別会計があります。 

 



２ 平成 30年度一般会計の概要 

 

（１）中札内村一般会計の収支 

（単位：千円） 

１年間の収入 5,532,689 平成30年度の収入（歳入） 

１年間の支出 5,362,614 平成30年度の支出（歳出） 

歳入歳出差引額 170,075 収入－支出の金額 

繰越財源 44,584 

 

平成30年度に予定していた事業を繰り越して、 

翌年度に行うため、その財源を繰り越した額 

実質収支 125,491 「歳入歳出差引額」－「繰越財源」 

減債基金積立 62,800 減債基金へ実質収支の 1/2を積立 

翌年度繰越額 62,691 「実質収支」－「減債基金積立」 

 

（２）歳入の状況 

 

 

平成 30 年度の歳入決算額は、55 億 3,269 万円で平成 29 年度の歳入決算額と比較す

ると 9億 1,166万円の増加となりました。 

 歳入決算額が大幅に増額した要因は、畜産クラスター関連事業の道補助金（3 億 9,750 万

円）を村の会計を通して交付したことなどによるものです。 

※畜産クラスターとは 

 畜産農家をはじめ、地域の関係事業者が連携・結集し、地域ぐるみで高収益型の畜産を実現

するための取り組みです。 



・自主財源と依存財源 

 

 

 

村が自主的に収入できる財源を自主財源（村税、分担金・負担金、使用料・手数料、繰入金、

財産収入・諸収入など）といいます。この割合が高いほど財政が安定し、自主的な事業に取り

組むことができます。平成３０年度の自主財源は２１億４０８万円で収入額の３８％（前年度は３

０％で＋８％）となっています。 

 一方、国や北海道から交付される財源を依存財源（地方交付税、国庫支出金、道支出金、村債、

地方譲与税など）といいます。平成３０年度の依存財源は、３４億２，８６１万円で収入額の６

２％（前年度は７０％で△８％）となっています。 

 

 

 

対前年度 対前々年度 ３０年度 ２９年度

(A) (B) (C) (A)-(B) (A)-(C)

2,104,079,721 1,384,286,815 1,584,022,748 719,792,906 520,056,973 38.0 30.0

村　　　税 652,745,539 635,208,355 613,151,191 17,537,184 39,594,348 11.8 13.8

内 分担金・負担金 53,239,358 54,745,377 64,084,553 △ 1,506,019 △ 10,845,195 1.0 1.2

使用料・手数料 286,888,830 272,672,262 279,529,293 14,216,568 7,359,537 5.2 5.9

財産収入 32,508,978 31,766,906 48,747,708 742,072 △ 16,238,730 0.6 0.7

寄　附　金 60,904,609 26,642,001 24,576,050 34,262,608 36,328,559 1.1 0.6

繰　入　金 800,687,142 78,693,778 299,764,830 721,993,364 500,922,312 14.5 1.7

訳 繰　越　金 102,824,060 79,300,045 149,300,554 23,524,015 △ 46,476,494 1.8 1.7

諸　収　入 114,281,205 205,258,091 104,868,569 △ 90,976,886 9,412,636 2.0 4.4

3,428,609,740 3,236,746,989 5,249,014,055 191,862,751 △ 1,820,404,315 62.0 70.0

地方譲与税 95,023,000 94,067,000 94,515,000 956,000 508,000 1.7 2.0

利子割交付金 827,000 971,000 526,000 △ 144,000 301,000 0.0 0.0

配当割交付金 1,125,000 1,394,000 982,000 △ 269,000 143,000 0.0 0.0

内
株式等譲渡

所得割交付金
982,000 1,421,000 596,000 △ 439,000 386,000 0.0 0.0

地方特例交付金 2,965,000 2,470,000 1,840,000 495,000 1,125,000 0.1 0.1

地方交付税 1,745,679,000 1,811,781,000 1,951,908,000 △ 66,102,000 △ 206,229,000 31.6 39.2

訳

国庫支出金 223,738,170 406,601,002 346,837,928 △ 182,862,832 △ 123,099,758 4.0 8.8

道支出金 884,010,570 382,335,987 2,065,077,127 501,674,583 △ 1,181,066,557 16.0 8.3

村　　　債 364,244,000 424,751,000 689,219,000 △ 60,507,000 △ 324,975,000 6.6 9.2

5,532,689,461 4,621,033,804 6,833,036,803 911,655,657 △ 1,300,347,342 100.0 100.0

地方消費税

交付金

自動車取得税

交付金

交通安全対策

特別交付金

（単位：円、％）

　合　　　　計

644,000

23,339,000

1,415,00080,799,000 7,518,000

15,972,000

742,000

21,055,000

構　成　割　合
平成２８年度

1.6

増　減　比　較

0.4

自　主　財　源

依　存　財　源

区　　　　　分

△ 2,284,000

0.0

5,083,000

△ 70,000

0.5

0.0

1.9

平成２９年度平成３０年度

86,902,00088,317,000

△ 98,000714,000



（３）歳出（性質別）の状況 

 

 平成３０年度の歳出決算額は、５３億６，２６１万円で平成２９年度の歳出決算額と比較すると、

9億２，７００万円の増加となりました。 

 歳入同様大幅に増加しましたが、畜産クラスター事業に対する道補助金(3 億 9,750 万円)

や、村民プール建設事業分の繰上償還（3 億 9,168 万円）を行ったことが全体の決算規模に

大きく影響したものです。 

 

物件費や扶助費、公債費とはどんな経費？ 

人件費 職員給与や議員・非常勤報酬など 

物件費 賃金、旅費、需要費、委託料、備品購入費など消費的性質を持つ経費 

補助費等 村から一部事務組合や各種団体等に対して交付されるもので、 

負担金、補助金などの経費 

扶助費 社会保障制度の一環として、児童・高齢者などに対する支援に要する経費 

維持補修費 道路や公共施設などの維持補修のための経費 

普通建設事業費 道路、学校、公園などの公共施設の建設や用地取得に要する経費 

繰出金 一般会計から特別会計に支出される経費 

積立金 基金の積立に要する経費 

公債費 村が借り入れた村債（借金）の元金や利子の償還金 

貸付金等 地域振興などを目的としたお金の貸付を行うための経費 

災害復旧事業費 災害復旧に要する経費 



（４）歳出（目的別）の状況 

 

 

 

 平成３０年度の歳出額を目的別でみると、一番多いのは農林業費の１２億３，２３６万円（23.0％）

で、次いで公債費の８億１，１８２万円（15.1％）、教育費の７億２，６４０万円（13.5％）となっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

議会費              総務費            民生費          衛生費 

    9,451円              174,279円         166,173円       59,682円 

 

 

 

 

 

 

 

     労働費               農林業費            商工観光費           土木費 

1,738円           314,939円           44,135円         99,818円 

 

 

 

 

 

 

消防費             教育費            公債費         災害復旧費 

54,102円         185,639円        207,468円       14,011 円 

 

 

 

 

    

 

諸支出金 

39,026円 

歳出額（目的別）を村民一人あたりで見ると？ 

※村民一人当たりの歳出額は、 

「歳出額÷人口3,913人」で計算しています。 

（人口は平成31年3月31日現在） 

村民一人あたりの支出額合計 

1,370,461 円 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

身近な施設やサービスの費用を見てみましょう！ 

資源ごみの回収・処理 

村民一人あたり 

2,574円 

保育園の運営 

園児一人あたり 

109万4,791 円 

小学校の運営 

児童一人あたり 

21万 1,600円 

中学校の運営 

生徒一人あたり 

31万6,459円 

道路の維持・整備 

村民一人あたり 

2万744円 

図書館の運営 

村民一人あたり 

3,905円 

公園の管理 

村民一人あたり 

5,348円 

村 の 負 担  88万4,101円 

保護者負担  12万6,287円 

国 ・道 負 担   6万3,930円 

その他の収入    2 万 473 円 
※保育士の人件費を含む。 

村 の 負 担  21万 1,600円 

 

※教職員の人件費は除きます。 

（北海道が負担しているため） 

村 の 負 担  31万 6,459円 

 

※教職員の人件費は除きます。 

 （北海道が負担しているため） 

村 の 負 担        2,533円 

その他の収入           41円 

村 の 負 担   1 万 6,094 円 

国 ・道 負 担       4,305 円 

その他の収入         345 円 

村 の 負 担        3,905円 

村 の 負 担        5,348円 



※1千円を 1円としたうえ、1万円未満を四捨五入しています。 

●収入                ●支出 

給与収入 

（村税） 

65万円  食費 

（人件費） 

67万円 

パート収入 

（負担金、使用料等） 

34万円 光熱水費、日用品など 

（物件費） 

102万円 

不動産収入 

（財産収入） 

3万円 区費や習い事の会費など 

（補助費等） 

61万円 

定期預金の引出 

（繰入金） 

80万円 医療費 

（扶助費） 

22万円 

雑収入 

（寄附金、諸収入） 

18万円 車や家電の修理代 

（維持補修費、災害復旧事業

費） 

14万円 

前年度からの繰越金 

（繰越金） 

10万円 車の購入・家の増改築等 

（普通建設事業費） 

131万円 

親などからの援助 

（交付税、国・道支出金など） 

306万円 子どもへの仕送り 

（繰出金） 

19万円 

金融機関からの借入 

（村債） 

37万円 定期預金への積立 

（積立金） 

32万円 

 ローン返済 

（公債費） 

81万円 

貸したお金など 

（貸付金、投資及び出資金） 

7万円 

 

合 計 553 万円  合 計 536 万円 

●収入553万円 － 支出536万円 ＝17 万円 

30年度に実施できなかった事業のお金（繰越） 4 万円 

本当の意味での残り  13 万円 

うち定期預金への積立 6 万円 

平成30年度決算を一般家庭に例えると？ 

 



 

村では、突然災害が発生した場合や財源不足などに対応するためのお金を貯金しています。

このような貯金のことを「基金」と呼んでいます。現在、村には一般会計に１２種類、特別会計等

に５種類の基金があります。 

 一般会計分における基金は、年度中に4億322万円を積み立て、7億 9,962 万円の取り

崩しを行いましたので、年度末の残高は34億9,019万円となりました（平成２9年度末の基

金残高は３8億8,659万円であり、3億 9,640万円の減となりました） 

 

 ≪貯金の内訳は？≫ 

区分 平成30年度末 村民 1人あたりの貯金額 

財政調整基金 

（家計のやりくりのための貯金） 

12 億9,902万円 ３3万円 

減債基金 

（ローンを円滑に返済するための貯金） 

1 億 8,425万円 5万円 

特定目的基金 

（その他の目的のための貯金） 

20億 692万円 51万円 

合計 34億 9,019万円 89万円 

※１人あたりの貯金額は「平成30年度末の一般会計基金残高÷3,913人（平成３1年３月 

3１日時点の人口）」で計算しています。 

 

中札内村の貯金はどれくらいあるの？（基金） 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【平成 30年度の主な積立内容】 

・減債基金       平成 29 年度の決算剰余金   8,260 万円 

・庁舎整備基金     庁舎整備の資金として         7,019 万円 

  

 ※ふるさと納税に係る積立額 

・ふるさと活性化基金                 36 万円 

・福祉基金                         723 万円 

・食と農業農村振興基金               29 万円 

・商工業振興基金                      3 万円 

・豊かな環境等創成基金           1,000 万円 

・文化振興基金                   3,599 万円 

・スポーツ振興基金                     3 万円 

 

    

【平成 30年度の主な取り崩し内容】 

・公共施設等整備基金～堆肥化処理施設修繕など 

8,940万円    

・庁舎整備基金～庁舎建設実施設計委託 

3,750万円    

 

 

 

【財政用語の説明】 

●財政調整基金 

財源が不足した場合や特別な財政需要（災害復旧など）があった場合に、取り崩してその

財源に充てることができる基金です。 

●減債基金 

地方債の返済を計画的に行うための資金を積み立てる目的で設置した基金です。公債費

（借金返済）が他の経費を圧迫するような場合には、減債基金を取り崩して公債費に充てま

す。 

●特定目的基金 

 福祉、教育や産業振興など特定の行政目的のために積み立てた基金で、その目的以外に

は取り崩すことができません。村には現在１０種類の特定目的基金があります。 



 

公共施設や道路などは長期間にわたって利用されるため、こうした施設等の建

設工事を行う場合は、起債（地方債で財源を調達すること（借入））し、分割して償

還をすることで世代間の負担の公平性を図っています。また、財政負担を後年度

に平準化することができます。 

このほか近年は地方交付税の不足分を国と地方が折半して補うための臨時財

政対策債も起債しています。 

平成 30 年度は、一般会計では 3 億 6,424 万円の借入を行い、7 億 7,641

万円の元金返済を行いましたので、年度末の残高は41億 1,524万円となりまし

た。（平成 29 年度末の地方債残高は 45 億 2，７４1 万円であり、4 億 1,217 万

円の減となりました） 

 

 【平成 30年度末の地方債残高】 

一般会計    41 億 1,524 万円 

↓ 

村民１人あたりの借入残高 約 105 万円 

 

※「平成 30年度末の一般会計地方債残高÷3,913 人（平成 31 年 3月 31 日時

点の人口）」で計算しています。 

 

中札内村の借入はどれくらいあるの？（地方債） 

 



 

【平成 30年度の地方債の返済額】 

一般会計      元金             7億7,641 万円 

               利子                 3,520 万円 

 （参考） 

簡易水道事業特別会計（元金）       1,226 万円 

公共下水道事業特別会計（元金）       7,623 万円 

 

 

【平成 30年度の地方債の借入額】 

・公営住宅建設事業債 8,400 万円 

（泉団地、中札内団地、元札内団地、特公すずらん団地ストック改善工事のため） 

・緊急防災・減災事業債 4,410 万円 

（消防ポンプ自動車更新、全国瞬時警報システム新型受信機導入事業のため） 

・公共施設等適正管理推進事業債 １億2,720 万円 

（屋内多目的運動施設整備のため） 

・災害復旧事業債 714 万円 

（戸蔦大橋災害復旧事業のため） 

・臨時財政対策債 1 億181 万円 

（普通交付税の財源補てんのため） 

 

 



 

村の財政状況が良い状況なのか悪い状況なのか、将来的な財政状況に問題は

ないのかなどを判断するために、平成２１年４月から「地方公共団体の財政の健全

化に関する法律」が全面施行され、健全化判断比率と資金不足比率を算定し、公表

することが定められました。 

 これらの比率は、全自治体の財政状況などを統一の基準で標準化したものです。 

 

■財政健全化比率とは？ 

 財政健全化比率は以下の４つの指標です。 

４つの指標には、それぞれイエローカード（早期健全化基準）とレッドカード（財政再

生基準）の２つの指標が設けてあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中札内村の健康診断について（財政健全化比率・資金不足比率） 

 

一般会計を自世帯、特別会計を子ども世帯と考えると・・・ 

 

実質赤字比率   ：自世帯の年収に占める年間赤字の割合 

連結実質赤字比率：自世帯の年収に占める年間赤字（子ども世帯含む）の割合 

実質公債費比率  ：自世帯の年収に占める実質的なローン返済額の割合 

将来負担比率    ：自世帯の負担となる実質的な負債総額が、自世帯の年収 

の何年分に相当するかを示した割合 

いずれかの指標がイエローカード（早期健全化基準）に該当すると、議会の議決を

経て財政健全化計画を定め、自主的に家計の健康回復（財政健全化）に取り組むこ

ととなります。 

 さらに、いずれかの指標がレッドカード（財政再生基準）に該当すると、議会の議決

を経て財政健全化計画を定め、国の指導・監督を受けながら、家計の健康回復（財

政健全化）に取り組まなければならなくなります。 



■中札内村の健康状況は？ 

平成 30 年度決算における中札内村の比率は次のとおりで、国が定めた基準を

超えている比率はありません。 

 

指    標 平成30年度 平成29年度 早期健全化基準 財政再生基準 

実質赤字比率 － ％ － ％ 15%以上 ２０％以上 

連結実質赤字比率 － ％ － ％ 20%以上 ３０％以上 

実質公債費比率 5.5％ 5.2％ ２５%以上 ３５％以上 

将来負担比率 － ％ － ％ ３５０%以上   

 

※ 実質赤字比率、連結実質赤字比率で「－」％とあるのは、実質収支（収入―支出

―翌年度へ繰越すべき財源）が黒字であることを示しています。 

※ 将来負担比率で「－」％とあるのは、実質的な負債額がないことを示しています。 

※ 上記指標は、現時点での速報値であり、今後変動する場合もあります。 

 

 

■資金不足比率とは？ 

資金不足比率とは、公営企業会計における資金不足額の事業規模（料金収入－

受託工事等）に占める割合で低いほど健全と言えます。財政健全化団体と同様に、

経営健全化基準（２０％）を超えた場合には、経営健全化計画の策定や外部監査、

議会への報告が義務づけられます。 

村では、簡易水道事業会計（法非適）、公共下水道事業会計（法非適）が対象とな

りますが、２会計とも資金不足は生じていないため資金不足比率は算出されませ

ん。 

 

指    標 平成 30年度 平成29年度 経営健全化基準 

簡易水道事業会計 － ％ － ％ ２０％以上 

公共下水道事業会計 － ％ － ％ ２０％以上 

 

 

 

 

 



～健全な財政運営のために～ 

平成 30 年度の決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率の算出では、と

もに法律で定める基準を下回っており、財政健全化計画や財政再生計画、経営健

全化計画の策定は不要で、村の財政状況は健全な状態と言えます。 

しかし、ここで注意しなければいけないのは、法律で定める「早期健全化基準」

「財政再生基準」は、指定団体になる基準点を示したものであり、その基準を下回

っているから安心できるということではありません。 

近年は地方交付税が収入の約３～４割を占めており、村の財政は国からの地方

交付税に左右されることから、こうした情勢に対応するためにも、毎年、村の各種

指標を分析し、財政状況やその要因などを明確にしたうえで、健全な財政運営の

努力をし続けることが求められています。 

 

・財政状況の経年変化 

 
上記の表は、過去５年間の中札内村の基金額比率と将来負担比率の経年変化をグラフ

にしたものです。 

 

基金額比率とは？ 

 年度末に有する全ての現金・基金額を標準財政規模で割ったもの 

 ※標準財政規模…地方自治体の一般財源の標準的大きさを示す指標で、その大きさは、 

「標準税収入額等＋普通地方交付税額＋臨時財政対策債発行可能額」で求められる。 

 

基金額比率が大きいほど、将来負担比率が小さいほど（グラフの左下に行くほど） 

財政状況は良いと言えます。 



Ⅱ 平成３０年度に行った主な事業の内容 

（各事業費は１万円未満を四捨五入） 

（１） 保健福祉関連 

 

保育料の軽減・無料化 

  

第 1子が 18歳以下で、第2子以降が保育園に入園した場合、第2子の保育料

を半額に、第 3子以降の保育料を無料としています。また、平成 29年度より一定

の所得以下の世帯では3歳未満の第2子の保育料を無料としています。 

【事業費】 

第 2子（保育料半額）       39 人 460万円 

第 3子（保育料無料）       28 人 848万円 

3歳未満第2子（保育料無料）   9 人 268万円 

【担当課：福祉課福祉グループ】 

 

      ピロリ菌検査費用の助成 

 

 萎縮性胃炎、潰瘍及び胃がん発症のリスク要因の低減を目指し、ピロリ菌検査費

用の一部を助成しました。 

 

【事業費】 32万円（うち受診者負担分5万円） 

【担当課：福祉課保健グループ】 

 

移送サービス事業委託 

 

 在宅の高齢者、障がいのある方等に対して、生活支援、社会参加の促進及び福祉

の向上を図るため村内の移動手段を確保しました。 

●対象者 

・70歳以上で公共交通機関を利用することが困難な方 

・要支援認定または要介護認定を受けている方 

・身体障がい者 1・2級該当の方 など 

【事業費】 390万円 

【担当課：福祉課福祉グループ】 

 



  

恵津美ハイツ改修事業助成 

 

社会福祉法人ポロシリ福祉会の「恵津美ハイツ」に係る改修事業の費用を一部助

成しました。 

【事業費】 2,149万円 

【担当課：福祉課福祉グループ】 

 

七色献立プロジェクト 

 

 村の健康問題である糖尿病予備群、肥満等の増加は栄養バランスの悪い食事が

誘因と捉え、地場産野菜の健康効果や野菜料理等の普及啓発を図り地域全体の食

生活改善を目指しています。 

 平成 30 年度からは健康ポイントを取り入れ、楽しみながら健康づくりを続けら

れる環境づくりを行いました。 

・村内二か所に体組成計・血圧計を設置 

・バーチャル歩数イベントの開催など 

【事業費】 683万円 

【担当課：福祉課保健グループ】 

 

地域まるごと元気アッププログラム 

 

 健康運動指導士の資格を持つ指導士が、「安心」「安全」「科学的」な運動指導を高

齢者向けに週１回開催し、要介護状態等への進行を抑制する「地域まるごと元気ア

ッププログラム（通称：まる元）」を行いました。 

【事業費】 167万円 

【担当課：福祉課福祉グループ】 

 

ひとり親家庭医療費助成事業 

 

 ひとり親家庭等の児童が通院・入院したときや親が入院したときの自己負担分を

助成しました。 

※平成 30年度から 18歳から 20歳までが属するひとり親世帯の所得税制限を

撤廃し、対象世帯を拡大しました。 

【事業費】 147万円 

【担当課：住民課住民グループ】 



（２） まちづくり関連 

 

移住・定住促進奨励 

 

 夫婦どちらかが40歳未満、又は中学生以下の子どもがいる方が、中札内村に移

住するため、もしくは移住してから 5 年以内に住宅を取得した場合、「移住促進奨

励金」として、新築住宅の場合は 1戸につき50万円（中古住宅購入の場合は取得

価格の5％以内で限度額が50万円）を交付しました。 

※平成30年から上記年齢要件に該当しない方に対しても助成を行いました。 

助成額  十勝管内からの移住 10万円 

十勝管外からの移住 15万円 

      道外からの移住    50 万円 

 【事業費】 移住奨励金     10 件 445万円 

 なお、村では移住奨励金のほかに「定住促進奨励金」として、住宅の新規取得者

に対して、固定資産相当額の助成も行いました。 

 【事業費】 定住促進奨励金  75件 474万円 

【担当課：施設課施設グループ】 

 

中札内スタイル住宅への奨励 

 

 「中札内スタイル」の建設基準を満たす住宅を新築された方に 50 万円を交付し

ました。（さらに、北方型住宅の基準を満たす場合には 30 万円を上乗せして交付

しています。） 

  

【事業費】 中札内スタイル住宅への奨励金  6 件 360万円 

【担当課：施設課施設グループ】 

 

民間賃貸住宅家賃の助成 

 

 村内の民間アパートに住んでいる方で、給与収入が 420～570 万円以下、住宅

手当月額が 15，000 円以下の方に、（家賃月額－25,000 円）×1／2 の額を助

成しました。 

 ※平成３０年度から一戸建て賃貸住宅も対象となりました。（条件あり） 

【事業費】 民間賃貸住宅家賃助成   70 件 597万円 

【担当課：施設課施設グループ】 



 

     中学生相互訪問交流事業 

 

 それぞれの地域の歴史や資源・産業を学び、新たな知識や経験を深めようと、中

札内村と埼玉県川越市の中学生が相互に訪問し交流を行いました。 

 

【事業費】 81 万円 

【担当課：総務課企画財政グループ】 

 

     日本で最も美しい村連合事業 

 

 景観づくりに取り組んでいる市町村が加盟する「日本で最も美しい村」連合の 

取り組みを通じ、村の魅力を発信するとともに、先進自治体との情報交換や広域

での取り組みを進めます。 

 

【事業費】 194万円 

【担当課：総務課企画財政グループ】 

 

     資材堆積場（常盤集積場）整備工事 

 

  当村の景観保全のため、家庭から出る庭木の枝・落ち葉等の無料受入場（堆積

場）整備工事を行いました。 

【事業費】 302万円 

【担当課：施設課施設グループ】 

 

     まつり振興事業補助金 

 

 地域コミュニティの推進と地域の活性化を図るため、村内で開催されるまつりの

実施に要した費用に対して、一部助成を行いました。 

 

【事業費】 173万円 

※助成を行ったまつり 

村民盆踊り、上札内 de花火、子供盆踊り、七夕まつり 

         【担当課：総務課企画財政グループ】 

 

 



（３） 教育・文化・スポーツ関連 

 

      英語教育環境の充実 

 

令和2年度から小学5・6年生で英語が教科化され、小学3・4年生においても

外国語活動が実施されることから、新たに常勤の指導助手を配置しました。また、

高校生以下の児童生徒に各種英語検定の検定料を助成しました。 

  

【事業費】 

外国語指導助手配置              425 万円 

各種英語検定料助成                12万円 

【担当課：教育委員会教育グループ】 

 

 

      通学費等助成事業 

 

経済的理由によって高等学校に修学することが困難と認められる生徒の保護者

に対し、負担軽減のため通学費や下宿代の一部を助成しました。 

  

【事業費】 18万円 

【担当課：教育委員会教育グループ】 

 

 

屋内多目的運動施設整備工事 

 

 

 体育館分館（屋内ゲートボール場等）の

老朽化に伴い、旧中札内水泳プールを 

ゲートボール、テニスなど様々なスポーツ

で利用できる「屋内多目的運動施設」とし

て改修しました。 

 

【事業費】 1 億 4,461万円 

 

【担当課：教育委員会教育グループ】 



 

      音響等設備更新事業 

 

文化創造センター・ハーモニーホールの音響機器の著しい劣化が見られたため、ア

ンプ・スピーカー等を更新しました。 

 

【事業費】 1,715万円 

 【担当課：教育委員会教育グループ】 

 

 

      教職員住宅建替工事 

 

 住環境の機能改善により良好な居住先を確保するため、老朽化が進んでいた教

職員住宅の建替を行いました。 

 

【事業費】 2,570万円 

【担当課：教育委員会教育グループ】 

 

      給食センター洗浄機更新 

 

毎日の食器等洗浄に使用しているシステム洗浄機が設置後 24 年を経過し、故

障時など緊急時の対応が困難であったことから更新を行いました。 

 

【事業費】 1,566万円 

【担当課：教育委員会学校給食共同調理場】 

 

 

      文化振興奨励事業補助 

 

 毎年、村民が自主的に芸術文化に取り組むための環境整備を推進し、すべての世

代で優れた芸術や文化に触れる機会が増えるように補助を行っています。 

 

【事業費】 

文化振興奨励事業補助金 591万円 

【担当課：教育委員会教育グループ】 

 



（４） 農業・林業・商工観光関連 

 

堆肥化処理施設修繕工事 

 

発酵施設（2棟）の屋根補強、落雪対策のため改修を行いました。 

●改修内容 

・屋根固定器具の取り付け 

・つららによる破損防止のための小屋根設置 

・外壁巻上カーテンの取替、修繕 

 

【事業費】 5,679万円 

【担当課：産業課産業グループ】 

 

観光振興推進員の雇用 

 

地域おこし協力隊を雇用し、中札内村観光 

プロデューサー（観光振興推進員）として 

観光情報の発信や観光事業を行いました。 

 

【事業費】 399万円 

【担当課：産業課産業グループ】      

 

 

村有林整備工事 

 

 木材生産、防風林、山地災害防止、保健文化、水源かん養林など多様な機能によ

る活用を促進するため、村有林整備工事を行いました。 

 

【事業費】 1,204万円 

【担当課：産業課産業グループ】 

 

 

 

 

 



（５） 生活基盤整備・消防関連 

 

      新庁舎基本設計委託・地質調査業務委託 

 

新庁舎建設（令和2年度完成）に向けて、基本設計を行いました。 

あわせて、地中熱活用に係る地質調査を行いました。 

 

【事業費】 2,415万円 

【担当課：総務課総務グループ】 

 

 公営住宅改修工事 

 

 中札内村公営住宅長寿命化計画に基づき、公営住宅のストック改善工事を行い

ました。 

 

【事業費】 1 億 4,214万円 

【担当課：施設課施設グループ】 

 

消防車更新 

 

 消防団第2分団（上札内）の消防車の 

劣化に伴い、山林・野火火災用消火器具、

LED照明器具などが装備されている 

水槽付消防ポンプ自動車を購入しました。 

 

【事業費】 4,428万円 

【担当課：総務課総務グループ】 

 

戸蔦大橋災害復旧工事 

 

平成 28年度の台風で被害を受けた戸蔦大橋の災害復旧工事を実施しました。 

平成 28 年度から行ってきた工事が完了し、平成 30 年 9 月 3 日より開通しまし

た。 

【事業費】 平成 30年度分 4,735万円 

【担当課：施設課施設グループ】 


